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「産業合理化」と経営学
一『経営学論集』（第6輯）を中心として一
小　林　俊　治
　本稿は，昭和6年に開催された日本経営学会第6回大会において統一テーマ
とされたr産業合理化と失業」に関して，各発表者の主張を分析し，検討しよ
うとするものである。またその分析，検討を通して，昭和6年というある意味
での歴史の変換点における経営学サイドの反応を明きらかにし，当時の斯学の
もつ今日的意義をも考察しようとするものである。
　分析の対象となる『経営学論集』（第6輯）は，昭和7年9月15日に同文館
より発行され，第6回大会の研究報告などを収録したものである。周知のよう
に，『経営学論集』とは，犬正ユ5年9月に創立された日本経営学会の全国犬会
の研究報告や，その他の学会消息を掲載Lた学会の機関誌（日本経営学会編）
であ乱それは，全国大会を開催した翌年に出版されることになってい乱ま
た，戦前の『経営学論集』には，r臼本経営学会年報」というサブ・タイトル
が付され，号によっては学会員の名簿も掲載されていた。第1輯は，昭和2年
3月に同文館より出版された。それ以降，昭和33年まで，同文館より出版され，
その後，森山書店や，ダイヤモソド杜に出版杜は移り，さらに昭和48年からは，
千倉書房から出版され，今日に至っている。ω
　昭和6年の大会は，名古屋市（名古屋高等商業学校）で，10月10，11，12日
の3日間にわたって開催された。ただし，日程の最後の日は，三菱航空機株式
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会杜と目本陶器株式会杜とを見学したり，地元の歓迎会が開催されたりして，
実質的な討論はしていない。また，当時の全会員数651名中何名欠席したかは
不明である。｛到
　すでに述べたように，第6回大会の統一論題は，「産業合理化と失業」であ
った。それが，統一論題に選ぱれた理由は，常務理事（氏名なし）が，「目本
経営学会第6回大会報告」という本論集に収録されている報告記においても述
べているように，「本年度は世界恐慌の最も深刻を極めた年であり，内外多事
多端にして，特に学界実業界両方面より当面の問題として，幾多の救済及び予
防策を講ずることを要望せられている」という間題意識にもとめられよう。す
なわち昭和2年のr金融恐慌」および昭和4年のr世界恐慌」などの影響を受
げて，種々の危機に直面したわが国の企業および政府は，その打開策のひとつ
として産業合理化の推進を強調するようになっていた。；3］
　とくに，浜口雄幸民政党内閣（昭和4年7月～6年4月）は，産業の合理化
を経済政策のひとつの柱として重視した。浜口内閣は，行政面では昭和5年6
月に，商工省にr臨時産業合理局」を創設し，立法面では，昭和6年4月に公
布され、8月に施行された「重要産業統制法」を立法化した。この重要産業統
制法の目的は，当時，大企業ないし重要産業とみ抵されていた電力，綿糸紡績
などのカルテル化であり，この法緯でカバーできない中小企業関係は，ほぽ同
時に制定された工業組合法（昭和6年4月2日公布）によって統制（共同行為
の促進）した。たおここでその後の合理化運動の捷移をみると，まず戦時体制
の進展とともに商工省（外局）の臨時産業合理局は，昭和12年に統割局となり，
戦時経済体制のひとつの中心となっていった。この昭和12年は，日華事変が開
始された年でもあり，それ以降経済のみならず，国民の全生活において統制色
が濃くなっていった。そしてその頃から旧来の合理化運動に代わって，すでに
戦争を明確に意識したr新産業合理化運動」も生みだされていた。そのような
環境の変化に対する学会側の反応のひとつとして昭和17年5月29，30日の日本
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経営学会関東麦部福島大会（於福島高等商業学校）において，共通論題として
r産業合理化」が設定されており，r国防経済と産業合理化」（室谷賢治郎），
r新合理化と新企業形態」（山城章），r新産業合理化の基本構造」（大泉行雄）
たどの研究報告がたされている。
　つまり，本稿の当面の研究対象であるr産業合理化」は，新産業合理化運動
とは違って，いまだ準戦争経済にも突入していない，いわゆる「非常時」の時
代におげる合理化の間題である。それゆえ新産業合理化運動ないし産業報国会
については，別の機会に論じる予定である。
　なお，学会以外の知的レベルでの産業合理化に対する反応のひとつとして，
春陽堂からr産業合理化全集」が，昭和5年6月にスタートしている。全19巻
別冊1巻で，その第1回配本は，高橋亀吉r日本資本主義の合理化』（昭和5年
6月）である。高橋の立場は，たんなるr産業合理化」よりも，日本の資本主
義経済全体にみられる腐敗素乱をなくし，経済体制全体を合理化することが必
要であるというものである。二4」高橋の著書以外には，例えぼr生産組織の合理
化』（村本），r産業合理化の原理』（宮田・赤松），r商業経営の合理化』（平井），
r産業合理化批判』（山川均）などがその全集におさめられている。
　いずれにしても，昭和6年前後には産業合理化論が，一種のブーム状態にあ
ったようである。そうした環境のなかで，経営学会がその統一テーマとして，
r産業合理化と失業」というテーマを採択したことは，理解できることである。
また明治時代以来，外国の経営学の影響を強く受げてきたわが国の経営学にと
って，産業合理化というテーマは，理論と実践を結びつける有力なモメントを
与えてくれるものであったといえよう。というのは，アノリカ経営学は，周知
のように，19世紀の能率向上運動のたかから生まれてきたものであるし，ドイ
ツ経営経済学もすでにカルテル間題などの産業合理化の洗礼を受げており，わ
が国の経営学界も，一度はそうした合理化問題に直面し，経営学の有効性と限
界を自己確認することが必要であったと思われるからである。
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第6回の統一テーマの発表者とテーマは，次の通りであ私
　一，産業合理化と失業　名古屋高等商業学校教授　赤松　要
　一，産業合理化と失業　東京帝国大学教授　　中西寅雄
　一，産業合理化の諸間題　貴族院議員男爵　　中島久万吉
　まず，赤松要の研究報告を検討してみよう。赤松は，最初に，第1次世界大
戦後におげる失業の増大と産業合理化との関係を日本および諸外国の統計数値
によって証明する。例えば，当時の先進国イギリスでは1860年から1914年まで
の労働組合年平均失業率が4．5％であるのに対して，1921年から1930年までは
どの年も9％以上であり，1930年には16．01％にもおよんでいる。
　赤松は，第1次世界大戦後の失業率の増大の原因を世界経済におげる資本量
の増大，とくに戦中のあいだにおける後進国の生産力の増大が失業の増夫につ
ながっていると指摘している。すなわちr戦時中におげるアメリカ，アジア等
の生産力の異常な増加，従って戦争によって破壌された欧州の生産力が回復し
きたった（原文のママ）戦後においては，戦前におけるよりも世界的生産カが
著しく増加すると共に，世界経済におげる生産力とその市場支配力と配分比に
変動をきたしたのである。これがため，特にこの配分比の低下せる諸先進国に
おいて薯しい失業を発生するにいたっているのである」㈲と述べている。
　そして，このr世界資本並に市場の配分関係の変動の内面」には，全産業に
おける資本溝成の質酌変化（高度化）があり，その質的変化を，赤松はr産業
の合理化」とみなすのである。赤松によれば，産業の合理化とは，産業の統一
的体系化であり組織の組織化である。さらにこの合理化は，1．原価切り下げ原
則を指導原理とする一企業内の合理化，2．カルテル的な複数企業の生産調節を
指導原理とする合理化，3．1と2とが総合されたトラスト的合理化，に分類さ
れる。そしてこの三つの意味での合理化が可能になった場合には，3＋5＞8と
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いうr組織総額」⑥が生じるというのである。
　それでは，上述のような合理化は，いかにして失業をもたらすのか。赤松に
よれば，1の原価切り下げは，資本構成の高度化と科学的管理法の導入によっ
て，生産量が増加するにもかかわらず，労働者を排除できる。したがって失業
を増大させる。2のカルテル的合理化は，とくに生産調節によってr失業作
用」をなすのである。3のトラスト的合理化ば，各組織におげる重複せる「冗
員」とr冗費」を切りすてることなどにより，失業を生みだすのである。
　さらに合理化は，閻接的にも失業をもたらすのである。というのは，合理化
によって発生する過剰生産が，不景気あるいは恐慌をまねき，その結果として
の生産縮小が，失業の原因になる。
　以上のように，赤松は，合理化の三型態を明きらかにし，それと直接結びつ
いた失業と問接的に生じる失業を指摘する。そのさい，論証のデータとして，例
えぽドイツの自動車や石炭などの業界の生産数量の増加と被雇用者数の減少を
指摘している。またE．レデラーによる技術進歩によって排除された労働が再
び完全に回収されるようにはならないという主張を支持している。つまり直接
に産業合理化に基づく失業をr自然的相殺作用」（1、コスト・ダウソ→プライ
ス・ダウン→価格弾力性大の場合→需要の増大，2．合理化商品のプライス・
ダウソ→他商品の需要の増大3．合理化のための生産手段の需要の増大）に
よって防ぐことぼ，景気が順調な場合にr或る程度」の効果をもつにすぎず，
「自然的相殺作用」では失業を完全には吸収しえない。それゆえ，そこに産業
合理化による閏接的失業が生じる基盤も存在するのである。一7］
　それでは，人為的失業予防策としては如何なるものがあろうか。赤松は，理
論的に可能なものとして，賃金削減をともなわない労働時問の短縮化により失
業を防ぐことを主張する。すたわち，産業合理化の動機には，主観的目標と客
観的目標があり，主観的目標ぱ，企業の利潤追求であり，客観的目標は，国民
福祉の増大である。｛8〕したがって，企業が1人あたりの従業員の労働時閻を短
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縮することによって，余剰労働者の発生をある程度防ぎ，他の部分は上述の自
然的相殺作用によって防ごうとするものである。勿論r資本制的企業」は，労
働時間の短縮に反対であるが，当蒔まだ貴重であったr熟練工」を解雇せずに，
しかも企業側の損失を最小にとどめておく手段として労働時間の短縮が採用さ
れるケースもでてきたと，赤松は指摘す私つまり，赤松は，産業合理化によ
る利益（成果）を労働老にも与え，その恩恵を受けた労働者は，増加した自由
な時間を消費活動に費やせるし，また人間として創意ある生活をおくれるもの
とする。そして，労働老の消費時間の増大は今日いわゆる「第3次産業」とい
われる各種のサービス産業を盛んにならしめ，失業人口もそこへ吸収されうる
と主張する。また，そのためには，労働条件に関する国際的な協調が必要であ
るが，当時の「経済的国家主義の時代」では，その協調はむずかしいし，そう
した国際笛調がなげれば，各国は，それぞれ障壁をめぐらし，購買力の海外流
出を防がねばならない。
　赤松の主張ば，今日からみると，比較的楽観的であ乱また，第3次産業的
なものが，失業人口を吸収するであろうということは，今目の外食産業や大規
模小売店などの雇用吸収能力を予言しているとさえいえよう。また，赤松は，
合理化によって機械化が可能な製品は機械化し，大量生産にし，労働者は真に
人間的労働（非合理化的，工芸的，創意的労働）に従事するというユートピア
的なことを提唱している。ただし，このことを，赤松は，反ユートピアの思想
家ラスキソの反機械主義を越えるものとして述べているのであって，その点，
早急に彼の主張はたんなるコートピア思想といえない面を含んでいることを忘
れてならない。また，労働時間の短縮については，世界恐慌のときの松下電器
の実践例が指摘されよう。そのとき，松下電器は，恐慌のため業績不振で，店
員を半滅するという案も提出されたが，松下幸之助は，r生産は直ちに半減す
る。LかL従業員は一人も解雇してはなら在い。工場は半目勤務とするが給料
は全額を支給する。その代わりに店員は休日を廃して，在庫の販売に全力をあ
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げてもらいたい。半日分の工賃の損失は，長い目で見れば一時的な損失で間題
ではない。これからますます発展しなければならないのに，折角採用した従業
員を解雇することは，経営信念の上に，自ら動揺を来たすことになる」一副と述
べ，従業員の解雇に同意しなかったという。要するに，松下竃器は，産業の合
理化の問題を従業員数の削減するという当時の一般的傾向に対Lて，異なれる
行動様式を示したのである。
　松下電器の例は，同杜の伝統的な経営理念ないしは，創業者の独自のビジネ
ス・イデオロギーに基づくものであり，決Lて一般化できるものではないが，
赤松の所説がかならずしも実行不可能なものでは杜いということの例として役
立つであろう。
　以上において，赤松の報告についての検討を終え，次に，中西寅雄（東京帝
国犬学経済学部教授）の主張を検討する。
3
　中西寅雄は，第2次犬戦後もなお高い評価を与えられているr経営経済学』
（昭和6年9月r経済学全集」第24巻）や『経営費用論』（昭和11年6月r商学
全集」第10巻）の著者として著名なマルクス主義の立場にたつ経営学者である。
なお，申西の経営学に関してば，三戸公「中西寅雄一個別資本説の創姶と経
営技術学」（古林喜楽編著『日本経営学史一人と学説』日本評論栓，昭和46
年）に詳しく論じられている。
　中西はr産業合理化と失業」というテーマのもとで，資本主義の欠陥を明き
らかにしようとする。中西は，合理化を「厳密には労働強度の強化，及び生産
技術の変革，労働組織の変化による労働の生産性の増進である」との視点から，
合理化による失業の発生の必然栓をマルキストの立場から明きらかにする。中
西もまた，赤松と同じように、資本構成の高度化のために失業したものが，他
の産業に再雇用される率は100％では淀いことをワシントソのブルキングス研
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究所の調査繕果たどを引用して，論証する。㈹それゆえ，中西は，こうして失
業Lたr労働者」を産業予備軍とはいえず，「今は，召集令を空しく待たねば
ならぬ産業廃兵軍と化するに至った」と指摘する。
　また，中西ば，この時期の産業合理化を，歴史的にみれば，第1次世界大戦
後の資本主義の危機を克服するための全資本階級的た運動としてみている。し
たがって，この産業合理化の中心問題は，利潤の増大であると規定する。例え
ば，個別企業では，当時，科学的管理法がかなり導入せられてきたが，勿論，
中西にとっては，それらも利潤追求ないし労働強化の別名であった。また，産
業全体においては，弱小企業が，相対的に資本力のある大企業に吸収されたり
して，r合理化」が進展するが，その資本の集中遇程においても，失業が生じ
ることを，ドイツのケースを例として，明きらかにしている。例えば，第1次
大戦前の最も失業老の多いときでも，労働組合員の失業率は4％であったのに
対して，合理化後の最も好景気のとき（1927年，昭和2年）でも労働組合員の
最小失業率は9％もあったことを指摘する。そしてこの「合理化のテンポ，新
機械の採用のテソポ，生げる労働の死せる労働による代置のテソポ」側が急速
であったため，失業老の発生は不可避であったとみなすのである。
　このような中西の論議においては，さきの赤松の説とは違って，産業合理化
運動のr客観的目標（公共福祉の増大）」という患考がみられず，赤松のいう
r主観的目標（利潤の増大）」のみが取り上げられ，とくに労働強度の強化とい
うことも強調される。
　上述の赤松，中西の報告に関する討論が研究報告会のあとの晩餐後に行なわ
れている。その討論会における質疑応答が，当該論集（第6輯179～88べ一ジ）
に「日本経営学会第6回大会討議会」という題名で収められている。なおその
会の座長は，小林行昌（早稲田大学教授）である。
　その討論会では，まず，椎名幾三郎（大阪商科大学助教授）が中西に対して，
時間短縮と失業との因果関係に関する質問をしたあと，高島佐一郎（名古屋高
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等商業）が赤松と中西に，1926年以降の失業率についてヨーロヅバなどのケー
スを例として質問している。
　その返答のさい，中西はとくに，ドイツの1926年当時の失業問題は，合理化
が主たるモメソトであるが，1930年以降の恐慌は，生産の過剰と戦後の市場の
縮小との矛盾に直接的な原困があると指摘している。それゆえ，その場合合理
化は失業の間接的原因にすぎないというのであ孔このことに関しては，赤松
も同意見である。さらに，諸氏の質間に答えて中西は，今回の合理化運動が，
第1次大戦後の経済回復のための合理化であるにもかかわらず，逆にそのため
に，今度は生産遇剰になり，いわゆる「合理化一遇剰生産一恐慌一合理化」と
いう図式を主張し，それが現代資本主義のメカニズムであると主張する・そし
て中西は，真の合理化とは賃金を高くし，失業を少底くすることであると主張
する。そこには，資本主義への批判がみられる。
　この中西の主張に対して，平井泰太郎（神戸商科大学教授）が，前述のr重
要産業統制法」を例として，現在の合理化は，資本家の利益ぼかりでなく，消
費着の利益を目指していると反論する。すなわち，平井は合理化を広義に，そ
して長期にわたるものとして考える。そのさい平井は，ゴットル（F．GottIe・
Ottli1ienfe1d）等の主張するr技術的合理化，国民経済的合理化」もあり，そ
こには，生産面での合理化（機械化など）以外にも分配面（賃金の配分および
物資の配給）における合理化もあることを指摘し，後者の合理化が実現されれ
ば，消費者の利益にもつ注がるということを述べる。さらに平井ぱ，r重要産
業統制法」がトラスト助長法案ばかりでなく，トラスト禁止法にもなっている
と主張す乱平井は，その例として同法第2条と第3条を指摘してい乱そこ
には，国民経済の健全なる発展と一般消費者の公正なる利益を守る必葵がある
と明示されている。以下において明きらかにするように平井にとっては，ある
意味では，合理化とはイデオロギーを越えたものであり，経営の近代化のため
には，その犠牲（失業など）を最少にLつつ通遇Lなけれぼたら放いひとつの
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関門のようなものであったといえよう。また，平井は，さきに言及レた「産業
合理化全集」編集の有力なブレーソとみなしうるほど，産業合理化間題に力を
注いでいたが，合理化の限界を充分考慮していることも明きらかである。
　これに対Lて，中西は，r産業合理化とは流通過程及び生産過程の合理化で
はないと私は解する。私は産業合理化は，資本主義の一段階，即ち戦後に於け
る一蒔代を産業合理化時代と解する」と反論する。中西によれば，テイラーリ
ズムもフォーディズムも，その目標は，生産の高度化や賃金の増加であり，産
業合理化ではない。つまり，中西は，合理化とは，資本主義の独占期において
問題になる歴史的現象であると主張する。この中西説に対して，平井は，さら
に反論し，合理化は，資本主義の修正（例えぱ統制経済）として考えられては
ならず，資本主義経済の基盤の完全維持のもとに合理化が追求されるべきであ
ると述べる。つまり，資本主義においても，経済性ないし生産性という意味の
合理性は追求されるべきものであるという考えである。したがって，金融の統
制や景気の統制のような産業制度の合理化（統制化）というのは，平井のいう
合理化ではない。平井は合理化を純粋に費用と利用との計慮が間題となる経済
的なものとみなし，合理化にも種々の限界があり，国民経済全体を考慮して進
められ：ねばならぬことを指摘する。討論会の要録にみられる実質的な討論はこ
れで終了する。
　上述の中西と平井との論議においては，産業合理化に対するマルクス主義的
経済学の見方と経営学の見方との対立がみられる。すなわち，中西は，当時の失
業を戦後資本主義の廷命策である一企業内の合理化と複数の企業の集中化（カ
ルテル，トラスト化）とによってもたらされたとみなし，独占段階に到達Lた
資本主義の機能不全として論議している。他方，平井は，後に，r経営学通論』
（昭和1⑪年）胸のr序説」で次のように述べ，r合理化」を国民経済全体のなか
で企業が社会にはたす貢献でもあるとする。すなわち，彼のr経営学通論』は
r営利性の伸張を聞題とすると相並んで，その制約を問題とする。営利は如何
　398
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にして生活自体を豊かにたらしめ得るや，を問題とする。否，営利は，非営利
を考慮することに依って叉，伸張せらるべき所以を説明したいと思ふ。生活自
体は営利を伸張せしむることに依って叉，却って，持続保証せらるべき所以を
説明する。事業の経営が自由競争と強食弱肉以外に，相互扶助と，共存共栄と
に依って，存立し得べき所以を説明する。合理化の過程が，合理化の彼岸を超
えて職分杜会内に於ける最適考生存の理法に導かれつつある所以を説明Lよう
と欲Lて居る。」血ヨ］
　要するに平井は，杜会的分業のなかでr産業組織」の経営は，今やいわゆる
r専門経営老」（Expert　Mamger）によって任われ，その専門経営者の杜会
的職務はたんなる個別経済の利益の追求ではなく，杜会全体（国民経済）の経
済的合理性を追求するものであるとみなしている。そして，平井にとってはそ
の経済的合理性を実現する過程において生じる失業たどのマイナス現象は，一
時的なものであり，もっと長期的に合理化のブラス面に目をむける方が重要で
あると主張するのである。さらにまたr尚叉経営の杜会的職能と言ふ意味から
考へて合理化と失業も論ぜられるし，労働者問題一般も論ぜられる事になって
来る。将来経営学の問題としても次第に其の要求が大となるであろ㌔尤も之
等は工場法其他労働立法によって名実共に其の体を傭ふる事もあろう」匝・〕と述
べ，政府などが各種の杜会政策的な失業対策をこうじつつ，経済全体における
合理化を促進することが可能であろうというものである。
　上述のように，中西と平井の議論は，平行線をたどるわけであるが，今，両
老のアプローチの特質を概括的にいえば，中西は資本主義経済の崩壊を信じる
宿命的見解であり，平井は，資本主義経済の純化，ないしは進化を信じる近代
化論老といえよう。いうまでもなく，その場合の純化ないし進化という概念は，
合理化と同じ意味をもっているのである。そして，平井にあっては，そうした
資本主義経済の純化を逐行する主体が，専門経営者である。専門経営者は，企
業経営の合理化を追求する。旧い利己的な資本家的経営者と違って，専門経営
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者は，企業のもつ杜会的役割を認識しており，その役割の主要なもののひとつ
として，企業行動の全局面における合理性の追求である。そこには，不況も恐
慌も，みずからの主体的な努力によって克服できるという信念のごときものが
感じとれるのである。
4
　すでに述べたように，当時，産業合理化の問題はたんなる個別企業の問題で
はなく，広く世界的な規模で追究されていた事柄である。とくにわが国では，
浜口内閣の金輸出解禁政策の一環として産業の合理化が叫ばれた。つまり合理
化によって，日本経済の国際競争力を増大させようとしたのである。ところが
金輸出解禁は，世界恐慌および昭和恐慌と重なり，結局，昭和6年12月に金輸
出が再禁止されるようになってしまったが，産業合理化運動は，金輸出禁止に
もかかわらず続行された。
　上述の事情を考慮すると，この第6回大会において，中島久万吉臨時産業合
理局顧問がr産業合理化の諸間題」というテーマで講演していることは，決し
て突飛なことではない。政府としては，あらゆる機会をとらえて，産業合理化
を訴える必要があり，その姿勢が本学会での講演㈲となったと思われる。なお
中島久万吉は東京高商を卒業し，桂太郎首相の秘書官をへて，実業界に入り，
日本工業倶楽部の専務理事もつとめ，その後商工大臣（斉藤実内閣，昭和7年）
になったりしたが，帝人事件に関係し，被告（無罪）となった。一種の財界人
というタイプであったようだ。
　中島は，まず，ドイツにおげる小企業のr組織化」の効果を指摘し，わが国
でも「大合同」よりも，それぞれの企業の個体性を維持したカルテル化が望ま
しいことを述べる。そのさい，組織化されたグループは，利益共同体（IntereS－
sengemeinschaft）を形成するものとされる。第2に，中島は，産業合理化政
策が，ダーウィン的な適者生存の論理の貫徹ではなく，不適者すなわち弱小企
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業も生存できるように努力することであることを強調する。第3点は，金融資
本，とくに銀行が合理化のための資金を貸し出すことに協力しなければならな
いことである。第4点は，フーバー大統領がr内閣商務郷」のとき進められた
アメリカの産業合理化は，公の強制手段を出来るかぎり避けたのに対して，わが
国では，工業組合法，輸出組合法の改正，重要産業統制法のごとき法による強
制が必要であること，一以上の4点を強調したあとで、中島は，組織化資本
主義，5カ年計画的経済，原価経済を主張する。つまり，中島は，資本主義経
済の無政府性ないしはブライス・メカニズムの有効性に対して批判的であり，
国家による経済事象への介入を必要なものとみなしているのである。また，そ
れによってはじめて産業の合理化も可能であるというのが中島の見解であ私
当時の国際環境におげる経済的ナショナリズムの激しさを考慮すれぼ，その環
境のなかで目本が国家として存続していくためには，私企業への国家介入は当
然であるという国家優先思想が中島の講演にはうかがわれるのである。
　このような中島の講演が経営学会においてなされたことの意義は，決して小
さいものではない。なぜなら非常時においては，国家は私企業を全面的に統制
できること，またその意思があることを，中島の議演は明きらかにしているか
らである。そして昭和6年9月以降，わが国は，いわゆる15年戦争に突入して
いくのであるが，中島の講演は，その年の10月におこなわれており，満州事変
開始の直後である。やがて，次第に経営学者も，好むと好まざるにかかわらず
戦争遂行のための種々の経営理論を展開していくのであるが，批判的経営学は
若干の例外をのぞけば学界の表面から次第に消えていくことになるのである。
　以上，『経営学論集』（第6輯）を中心とLて，当時の経営学研究の内容を検
討してきた。そこに顕著にみられることは，研究者側での批判経営学と新経営
者論の対立，経営環境のレベルからみれぽ国策としての産業合理化に対する支
持要請である。かつて，山本安次郎教授は，昭和6年を戦前における期学の前半
期（1926～1930）と後半期ζ1932～1936）の中間点としてとらえ，その年のも
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つ意義を高く評価されたが，困山本教授の指摘通り，昭和6年の学会はきわめ
て有意義なものであったといえよう。
注（1）　「日本経営学会」の歴史およびひとつの人的集団としての目本経営学界の歴史に
　　ついての興索深く，示唆的な記述カ汕本安次郎薯『日本経営学五十牢一回顧と展望
　　一』（東洋経済新報杜，昭和52年）にみられる。なお，山本教授自身の学説および史
　　観に関する他の研究考からの分析には，最近では菱富吉「目本経営学説の究明一
　　規範学説の吟味」（『経営学論集』第49集，昭和54年9月）および平雄之「経営・担
　　織・管理一山本安次郎学説から学ぷ」（組織学会，昭和55年度研究発表大会，横
　　浜国立大学）があり，参考になる。また，全国大会（以降，犬会と称する）の統一
　　テーマの一覧表は，山本「前掲書」および，『経営学論集』第47集にある。なお，
　　本稿では氏名の敬称は圓各さして頂き，かつ，旧かなづかいと旧字体については，重
　　要な場合以外は現行のかなづかい，字体に変更した。また「産業合理化」の種々の
　　定義については注（8）を参照。
　（2）欝6回の統一テーマ以外の主要プログラムとしては，公開の講演会（於，名吉屋
　　市公会堂）があり，そのプログラムは，次の通りである。
　　　一　糸価の変動について（東京高園教授　福本福三）
　　　　経営の夫きさと製品原価（神戸商大助教授　林健二）
　　　　営業収益に関する保1険について（大阪商犬助教授　椎名幾三郎）
　　　一　国際市の本質とその成立（横浜高商教授　井上亀三）
　　　一　内外経済の比較（早犬教授　小林行昌）
　　　以上の講演の内容も論集に掲載されている。
　（3）わカミ国におげる世界恐慌からはじまる昭和7年頃までの経済恐慌は，一般に「昭
　　和恐慌」といわれている。なお，当時の産業界一般については有沢広已監修『日本
　　産業百年史』日本経済新聞杜，昭和41年，第皿編　動乱の時代を参照。
　（4）高橋は，私有財産制度の「老廃」，企業の不正決算などを指摘Lている。また，
　　当蒔の産業合理化に関する内外の文献は，平井泰太郎『経営学文献解説』（商学全
　　集第42巻，千倉書房，曙和7年1月）に掲載されている。
　（5）　『経営学論集』（第6輯）9頁。
　（6）この場合は，たんなる「算術的総額」以上のことを意味している。なお，C．A．
　　Bamardも同様のことを丁肋肋蜘伽刎0グ亙〃6〃f伽5で指摘している。
　（7）　E・Lede祀r，Technischer　Fortschrift　und　Arbeitslosigkeit，1925．
　（8）　ここで赤松ば「ドイツ経済性管理局」の合理化の定義を引用Lている。オなわ
　　ちr合理化とは経済性を向上するために技術及び企画的秩序が提供ヰる一切の手段
　　を招握し且つ利用することである。その目標とずるところは財貨を低廉ならLめ，
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　豊竃ならしめ，改善することによって国民の福祉を増進することである」（『経営学
　論集』第6輯，38頁。赤松は，とくに国民の福祉の増進ということを重視している
　ので．主観的目標と客観的目漂との両立を望ましいものとしている。なお高橋亀吉
　『前掲書』には「産業合理化時報」という全集月報がついており，そこで種々の合
　理化の定義が紹介されてい私例えば，上述のドイツ経済性管理局の定義以外に，
　1927年（昭和2隼）の「園際経済会議」の定義はr救に合理化とは，努力叉は材料
　の敦れに就いても，その浪費を最少限度に止める為めに案出せられた技術及び組織
　の方法を言ひ，この中1こは労働の科学的組織，材料及び生産晶の規格統一製造行程
　の単純化及び運送並びに販売の組織の改良を含むものである」というものである目
　以上の二種の定義では，カルテルないしトラスト的側面は強調されていないが，ヒ
　ヅヘソという学者は，同月報によると「合理化とは能率を増進し，浪費を除去する
　為に，同種事業の合併を企図することである」と述ぺ，規模および競争の除去の利
　益の追求を強調している。
＜9）松下電器編『松下電器五十年の略史』昭和43年5月，77頁。またその繕果，2ケ
　月でストックを一掃し，工場は半目操業をやめてフル操業に入ったことを伝えてい
　る。なお，戦後にてきた松下電器の労働組合は，会杜側の種々の「合理化案」（例，
　週五目割一昭和30年代中期の問題，昭和40年4月笑施）に対して，従業員の労働条
　件を悪化しないように，会社側と種々の交渉をなしている。このことに関しては，
　鈴木實『松下電器の労務管理』三一書房，昭和42年に詳しく書かれてい札（合理
　化問題を論じる場合にば，赤松も報告のなかで指摘しているように，従業員側の反
　応も充分考慮しなければならないが，本拙稿では，テーマの展開に必要なことだけ
　に論述を隈定している）。
㈹中西はブルッキソグス研究所の結果を国際労働局棄京支部編『1931年の失業間
　題』から引用しているむ
⑩　これは，巾西カミベルリーネル・ターゲブラット紙（1930年11月15日号）より引用
　したものである。（『経営学論集』（第6韓）50頁）。
⑫　平井泰太郎『経営挙通論』千倉警房，昭和10年，21頁以下。
㈹　r産業合理化」に関する交献は，平井泰太郎『経営挙文献解説』千倉書房，昭和
　7年に詳細に各項ごとに掲載されている。とくに「産業合理化」（138～43頁）参照。
　なお同箇所で，平井は，産業合理化について「無駄の排除は現代に於ける一つの大
　運動となり来った。一が果してそこに言ふ無駄とば何を意味するであろうか。生
　産の無駄，事務の無駄，配給の無駄，組織の無駄一然り，組織の改造と組織の再
　吟味を始むるに至った。比処に生起し来ったものが，産業合理化運動であり，第二
　産業箪命（経済箪禽）の声である。」（同書138頁）と述ぺている。平井にとって
　eliminatiOn　Of　WaSteが，産業合理化の目標であったといえよう。
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⑭　平井泰太郎『前掲書』257頁。なお，平井は，『経営学論集』（第6輯）の前述の
　質疑応答のさいにも，r失業に就いては，社会保険，失業保険を附随せしめねばな
　らたい。之れは勿論産業合理化中に包括せしめられるかも知れないが、要するに賃
　銀が引き下げられないことを前提とし，失業対策を行ひながら合理化しなければな
　らない。」（ユ87頁）と述べ，杜会政策的配慮の必要を指摘している。
蝸　『経営学論集』（第6輯69～81頁）また中島の経歴については，毎日新閲杜編『昭
　和吏辞典』毎目新聞杜，昭和55年参照。
㈹　山本安次郎「マルクシズムとわが国経営学一経営学の自律性の間題をめぐって
　一」（『国民経済雑誌』第114巻第2号）。
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